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災害対策における地域保健活動推進のための管理体制運用マニュアル実用化研究 
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分担研究４：公衆衛生領域の専門職における災害時の情報管理、リーダーシップ及び 
その育成方法の検討及び統括保健師の育成への応用 

 
研究分担者   金谷 泰宏 （国立保健医療科学院健康危機管理研究部・部長） 

 
 
研究要旨 
災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT: Disaster Health Emergency Assistance Team）には、

大規模災害発生後、二次的な健康被害の最小化に向けて被災都道府県等が担う急性期から慢性期

までの「医療提供体制の再構築及び避難所等における保健予防活動と生活環境の確保」にかかる

情報収集、分析評価、連絡調整等のマネジメント業務を支援できる能力を具備することが求めら

れる。平成 27 年度においては、DHEAT 研修（基礎・高度）における研修プログラム、到達目

標を作成したところであり、平成 28 年度に入り DHEAT 研修（基礎・高度）が開始されること

となった。しかしながら、４月に発生した熊本地震における課題を含め、研修内容の見直しを余

儀なくされたところである。本研究においては、基礎編におけるアンケート評価に基づいた平成

29 年度用の DHEAT 研修基礎編及び高度編における研修プログラム案を示す。 

 
 

 
（研究協力者） 
佐々木美絵 主任研究官  
国立保健医療科学院 政策技術評価部 
 
Ａ．研究目的 
 広域災害時における保健医療活動の支援と
受援の両面に関わる統括保健師の活動を効率
化、迅速化するにあたり、“被災地域におけ
る保健医療情報”をいかに収集し、評価し、
対策に生かすかについて、H-CRISISに機能を
反映し、平成28年度中の実装を目指す。また、
平成28年4月より、厚生労働省より災害時健康
危機管理支援チーム（DHEAT: Disaster Healt
h Emergency Assistance Team）の育成に向け
て、基礎編と高度編が開始されたところであ
るが、現時点でDHEATの活動内容については、
検討の段階である。本研究では、統括保健師
に対するリーダーシップを育成するための研
修プログラムを開発し、DHEAT研修・基礎編及
び高度編に提供し、評価することで、現状の
役割を踏まえた研修プログラムの実装を目指
す。 
 
Ｂ．研究方法 
Ｂ.1 情報システム 
 戦略的イノベーション創造推進プログラム
（SIP）で開発を進める国立保健医療科学院災
害時保健医療活動支援システム（http://h-cr
isis.niph.go.jp/assistant/）を用いる。 
Ｂ.2 災害時健康危機管理支援チーム研修 

 研修プログラム及び情報システムについて
は、災害時健康危機管理支援チーム研修を活
用する。 
Ｂ.３研修評価 
 記名式、自己評価にて、研修の前後で、知
識・技術レベルの推移を1（十分）、2（概ね）、
3（少し）、4（できない）の４段階で評価を
行う。 
Ｂ.４研究計画 
⑴初年度 
＜情報システム＞ 
 情報システムについては、熊本地震を受け、
全国保健師長会で作成された調査表をベース
にGISと連動した登録システムを８月中に構
築する。事後、緊急入力すべき項目と詳細入
力すべき項目の整理を行い、DHEAT研修 基礎
編及び高度編で操作性の実証試験を行う。 
 
＜研修プログラム＞ 
 平成27年度に作成した研修プログラム試行
版をDHEAT研修 基礎編及び高度編に導入す
ることで、知識・技術の変化を４段階評価で、
職種別に評価を行う。 
⑵二年目 
＜情報システム＞ 
 埼玉県における保健所及び市町村との合同
健康危機訓練において、模擬シナリオに沿っ
て情報システムを活用することで、操作性の
検証を行い、最終画面を決定する。 
＜研修プログラム＞ 
 初年度における評価を反映した研修プログ
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ラムをDHAET研修に用いることで、知識・技術
の向上を評価する。さらに、受講者のレベル
別に応じた研修プログラムの選択が可能とな
るよう知識・技能のレベルをアウトカムとし
て、受講者の受講前の個人特性（危機管理研
修受講歴、地域、年齢等）との相関について
多変量解析を用いて検証を行う。 
 
（倫理面への配慮） 
 個人情報は、本研究では取り扱わない。 
 
Ｃ．研究結果 
C.1 研修評価 
 自記式アンケートに沿って、到達目標1〜５
（後述）に沿って評価を行った。事前評価で
は、ほぼ全ての目標において、少し、できな
い、の比率は合計で50%を超えていた。とりわ
け目標２〜５は、“少し”、“できない”、
の合計が74%、77%、82%、76％と高い傾向が示
された。事後評価においても、“少し”、“で
きない”の合計が、48.9%、50.3%、55.7%、50.
5%となっていることから、この集団を“概ね”
まで向上させる必要がある。背景として、DHE
ATの活動要領が十分理解されていないことが
あげられる。 
 目標１は「保健行政の役割の理解」を、目
標２は「災害時における体制の構築」をあげ
ているが、目標３は「緊急時の保健活動」、
目標４は「情報収集と対策」、目標５は「リ
ーダーシップ」と災害時の対応を学ぶことが
目標とされていることからも、災害時におけ
る対応の理解が弱いことが示された。これら
は、自記式のアンケート分析から、「災害時
の公衆衛生対策の理解」を従来の健康危機管
理研修・実務編から全て削除して、各自の自
己学習に委ねた影響も否定できない。高度編
は、「災害時健康危機管理支援チームの派
遣・運用、人材育成について理解する」を目
的とし、基礎編がDHEAT要員の養成である一方、
高度編はブロックにおいて自律的にDHEAT研
修を企画・立案できる人材の育成としてきた
ところであるが、結果として基礎編との区別
がつかないという指摘を受けたところである。 
 
C.2 DHEAT研修プログラム案の作成 
C 2.1 DHEAT研修・基礎編 
 平成28年度における課題を踏まえ、DHEAT活
動について説明を行う前に、「災害時におけ
る保健医療活動に関わる制度の理解と運用」
についての理解を深めることを目標とした。
また、演習については、熊本地震を踏まえた
演習１（災害時の保健所危機管理体制の構築）、
演習２（避難所運営ｹﾞｰﾑを用いた避難所運
営・対応）、演習３（被災地における保健医
療情報の収集と評価）より構成することとし
た。 
 
C 2.2 DHEAT研修・高度編 
 従来の一般目標を見直し、①DHEATの役割と
運用における手順を理解できる。②地域防災
計画における保健所の役割を把握した上でDH
EATの果たす役割、権限を理解できる。③DHEA
Tを構成する人材育成に向けた研修の企画・立

案、指導に求められる知識と技能を理解でき
る。に変更し、全国各ブロックにおいてDHEAT
研修を企画・立案できる人材の育成を行える
よう演習を抜本的に見直した。 
 具体的には、①保健所レベル（地域災害医
療対策会議）における調整機能、②保健所レ
ベル（地域災害医療対策会議）における調整
機能（急性期）、③保健所レベル（地域災害
医療対策会議）における調整機能（慢性期）
とする。一方、④DHEATの派遣と受援に向けた
アクションカードの作成、⑤アクションカー
ドを用いたDHEAT研修シナリオの作成、⑥DHEA
T研修シナリオを用いた教育効果の実践、とい
う新たに保健所単位での研修を実践できるよ
う受講者が主体的に行う内容に全面的に見直
したところである。 
 
C.3 DHEAT研修・基礎編 実施体制   
 DHEAT研修・基礎編を安定的に実施していく
ため、平成29年度より基礎編の実施に際して、
各ブロック別に高度編の修了者よりファシリ
テーターを募り、国立保健医療科学院、厚生
労働省と連携しつつ、将来的に研修を企画・
立案できる体制を構築した。 
 
Ｄ．考察 
 国連防災世界会議によって示された“仙台
防災枠組 2015〜2030”において、⑴ 災害リ
スクの理解（リスクマップの作成、地理情報
システムの活用）、 ⑵ 災害リスク管理のた
めの災害リスク・ガバナンスの強化（国と自
治体の連携）、 ⑶ 強靱性のための災害リス
ク削減のための投資（保健従事者の能力の向
上）、 ⑷効果的な応急対応のための災害への
備えの強化（情報共有技術の開発）が取り上
げられたところであるが、DHEATは、広域災害
時における保健・医療需要を的確に把握した
上で残存する保健医療資源の再配置と不足す
る資源の外部からの調整役を担うことから、
平常時における地域リスクの把握と災害時に
おける情報収集と収集された情報をいかに対
策に生かすかという能力を獲得する必要があ
る。その意味では、東日本大震災で石巻医療
圏において有効性が評価されたエリアライン
方式による避難者支援の手法を定着させる必
要がある。 
 DHEATの制度化に向けて、①災害時支援チー
ムと情報システムの位置付けの明確化、②被
災ニーズのアセスメント方法の定型的方法と
評価を迅速に実施する手順の確立、③フェー
ズに応じた対応の基本型の確立、④地域資源
と災害発生時に予想される地域ニーズの事前
整理の実施、⑤支援者と受援者の平時からの
信頼関係の醸成を進めていく必要がある。頻
発する大規模な自然災害に備えるためには、
人材の確保が喫緊の課題である。このために
も、まずは全国横断的に研修を行うことで、
近隣の都道府県間での連携・調整が進むとと
もに、支援の標準化が定着することでDHEAT制
度の骨格も明確となるものと期待する。 
 
Ｅ．結論 
 平成28年度のDHEAT研修の評価を踏まえ、平
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成29年度における研修プログラム案を構築し
た。なお、課題としてDHEATの役割と派遣保健
師の役割の整理が曖昧であることから、平成2
8年度におけるDHEAT研修・基礎編の理解度は
全般的に低い傾向を示した。このため、平成2
9年度に向けてDHEATの役割と派遣保健師の役
割を、共通化できる部分、できない部分に整
理し、後者については情報の共有を図ること
で全体の整合性を図ることとした。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
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